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地域における今後の漂流･漂着ゴミ対策のあり方について 

1 目的 
本地域でのモデル調査は平成 19～20年度に実施するものであるが、地域における漂流・

漂着ゴミ対策を効果的に実施していくためには、海岸管理者、県、市町村、地域住民等の関

係者が連携して海岸清掃やゴミの発生抑制を進めていくことが重要である。そこで、本調査

の結果等を踏まえ、地域の実情に応じた役割分担等を明確にし、関係者の相互協力が可能な

漂流・漂着ゴミ対策のあり方について検討する。 
 

2 目標 
今後の漂流･漂着ゴミ対策のあり方として、本検討会では主に漂着ゴミの清掃体制と発生

抑制の２点について検討を進める。清掃体制については、継続的かつ円滑に清掃が実施でき

る体制の整備に向けて、現在の課題を整理し、その解決に向けた方策を検討する。発生抑制

については、長期的な視点も含め、地区レベル、流域レベルなど、スケールに応じた発生源

対策について検討する。 
 

3 スケジュール 
本検討会における議論は以下のスケジュールに従って進める予定である。 

 
第４回検討会(本会)：アウトプットのイメージ・スケジュールの共有。現状の取組の整理。

報告書骨子案についての議論。 
第５回検討会(11 月頃)：課題の整理。課題解決に向けた方策の検討。報告書案についての

議論。 
第６回検討会(2009年 2月頃)：報告書の作成。 
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4 報告書の骨子案 
 本検討会における議論は、最終的に三重県地域検討会報告書として取りまとめる。同報告

書の骨子(案)を表 1に示す。 
 

表 1 三重県地域検討会報告書の骨子(案) 

漂流・漂着ゴミに係る国内削減方策モデル調査 
三重県地域検討会報告書骨子（案） 

 
第Ⅰ章 三重県鳥羽市地域における調査の概要 
１．調査の目的 
２．概況調査 
３．クリーンアップ調査 
４．フォローアップ調査 
５．その他の調査 
６．検討会の実施 
 
第Ⅱ章 三重県鳥羽市地域の漂流・漂着ゴミに関する技術的知見 
１．三重県鳥羽市地域における漂着ゴミの量及び質について 
２．三重県鳥羽市地域における主要な漂着ゴミの発生源の推定について 
３．三重県鳥羽市における効率的かつ効果的な漂着ゴミの回収・処理方法について 
４．その他 
 
第Ⅲ章 三重県鳥羽市地域における今後の漂流・漂着ゴミ対策のあり方 
１．三重県鳥羽市地域における漂流・漂着ゴミに関する取組の現状と課題 

（１）海岸清掃の体制 
（２）漂流・漂着ゴミの発生抑制対策 

２．三重県鳥羽市地域における今後の漂流・漂着ゴミ対策のあり方の方向性 
（１）相互協力が可能な体制作りについて 
（２）海岸清掃の体制 
（３）漂流・漂着ゴミの発生抑制対策 
（４）その他 

 

5 各主体の役割分担 
漂流･漂着ゴミ対策のあり方を検討するためのたたき台として、関係機関・団体毎に現在

想定される一般的な役割分担を図 1に示す。 
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《住民団体等》 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 関係機関・団体の役割分担(案) 

国 

都道府県 市町村 

・ 関係省庁会議とりまとめを踏ま

えた対策（状況の把握、国際的

な対応も含めた発生源対策、被

害が著しい地域への対策）の実

施 

廃棄物の適正処理の助

言・指導 
 
関係者との連絡調整

(県：協議会等の設置)

・ 管理海岸の清潔の

保持 
・ 海岸清掃計画等の

策定 
・ 海岸清掃のための

財政措置、物的・人

的資源確保 

適正処理確保のため

の方策(公共処理施設
での処理、許可制度・

再利用制度、民間委託

等) 

自主的な海岸清掃活動･

普及啓発の実施 
自治会・NPO 等民間団体

・ 廃棄物の適正処理 
・ 環境負荷の低い製品・サー

ビスの提供 
・ 海岸清掃活動への参加・協

力・支援 

・ 環境教育ツールとして

の海岸清掃の実施 
・ 環境教育の推進 
・ 専門的情報の提供 

学校・教育機関
事業者 

・ 海岸清掃活動への参加・協力 

・ マナー・モラルの徹底 

・ 3R 等によるエコライフの実践 

地域住民 

連携・協働 支援 

・ 国・県の補助金の活
用 

・ 廃棄物発生抑制の普
及・啓発 
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6 清掃活動の現状と課題 
本調査を通じて明らかとなった三重県鳥羽市答志島における漂着ゴミの清掃活動に関す

る現状と課題を表 2に示す。【奈佐の浜】は伊勢志摩国立公園内の農地海岸である。きれい
な伊勢志摩づくり連絡会議と鳥羽磯部漁協桃取町支所所属の海苔漁業者が中心となり、行政

（鳥羽市など）協力のもとで漂着ゴミ回収が不定期に行われてきたが、その努力がゴミの漂

着量に追いつかないのが現状で、海岸の清潔さ維持は困難となっている。また、過去に当該

地域を幾度となく流木を主体としたゴミの大量漂着が発生している。ボランティア活動によ

って回収されたペットボトルやカキ養殖パイプ、ライターなどの小型の漂着ゴミに関しては、

鳥羽市が運搬、処分を実施してきた。また流木は基本的に鳥羽市答志島清掃センターで焼却

処分が可能だが、大型の流木に関しては、切断処理、搬出に苦労している。予算等の限界も

あり、次々と浜へ加入する漂着ゴミすべてを鳥羽市が負担することは困難である。ボランテ

ィア清掃の活動条件も良好とはいえない。参加者は【奈佐の浜】までの交通機関がないため、

徒歩移動に片道 1時間程度を要している。また徒歩経路となる県道は坂道が多く、見通しの
悪い箇所も多い。医療機関との距離もあり、事故発生などに対する医療活動に不安がないと

はいえない。効率的な清掃活動には、行政側のゴミの処分費用などの直接的な支援以外に、

上記の活動条件の障害に対する支援を強化する必要がある。 

表 2 漂着ゴミの清掃活動に関する現状と課題 

回  収 現状 ・ 伊勢志摩づくり連絡会議を中心に、鳥羽市、三重県の協力のも

と清掃活動の実績がある。 

・ 三重県が予算措置をして、鳥羽市が漁業被害対策として、【奈

佐の浜】の流木回収を定期的に行っている。回収作業は鳥羽磯

部漁協桃取町支所の海苔漁業者が中心となり、市内の土木業者

も、回収、切断等の作業を請け負っている。 

・ 大雨、台風などによる流木の大量漂着は、補助金制度などを活

用して行政主導で鳥羽磯部漁協所属の漁業者による回収が行わ

れた。 

 課題 ・ 漂着ゴミの加入量が通年にわたり多いため、不定期あるいは年

数回の清掃活動による海岸の清潔維持は困難である。 

・ 【奈佐の浜】のほかに、船以外では到達不可能な場所に漂着ゴ

ミがみられる。 

・ 港から浜への移動手段となる交通機関がなく、往復 2時間程度

の徒歩移動を強いられる。 

・ 大型流木などの重量物の搬出は、島外からの重機の手配が必要

不可欠で、費用負担が困難である。 

収集・運搬 現状 ・ 鳥羽市が職員を派遣し収集、運搬にあたった（災害時を除く）。

 課題 ・ 船による、島外搬出費用が鳥羽市の費用負担となっている。 

処  分 現状 ・ 可燃ゴミは鳥羽市答志島清掃センターで処分可能である。 

 課題 ・ 可燃ゴミ以外は産業廃棄物として処分しており、鳥羽市の費用

負担となっている。 
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7 漂流・漂着ゴミに関連する補助金について 
大量にゴミが漂着した場合の清掃活動に関する国の補助金制度としては、以下のものがあ

る。 
・災害等廃棄物処理事業費補助金 (環境省、資料 1) 
・災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業 (農林水産省・国土交通省、資料 2) 
 
資料 1に示した災害等廃棄物処理事業補助金は、災害起因の海岸保全区域外の漂着ゴミの

収集・運搬・処分費の 1/2を補助するものである。また、災害起因でない場合には、海岸保
全区域外の漂着ゴミの処理量が 150m3以上の場合に対象となる。 
資料 2の災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業は、海岸保全区域を対象とした補助

制度である。平成 19年度に対象を「流木等」に限らず「漂着ゴミ」に、また、補助対象と
なる処理量(1,000m3以上)を漂着量の「70%」から「100%」に拡充されている。 
 



 
 

 

6

 

災害等廃棄物処理事業費補助金の概要

補   助   金   名

発   生   原   因 災　  害 　 起 　 因 災害起因ではない

○災害のために実施した廃棄物の収集、運搬及び処分

○国内災害により海岸保全区域外の海岸に漂着した廃棄物

○災害にともなって便槽に流入した汚水の収集、運搬及び処分

○仮設便所、集団避難所等から排出されたし尿の収集、運搬及び処分
（災害救助法に基づく避難所の開設期間内に限る）

補　   助　   先

 　○降雨：最大２４時間雨量が８０mm以上によるもの ○１市町村(１一部事務組合)における処理量が１５０m3以上のもの

　 ○暴風：最大風速（１０分間の平均風速）１５m/sec以上によるもの ○海岸保全区域外の海岸への漂着

　 ○高潮：最大風速１５m/sec以上の暴風によるもの　　　　　　　等 ○通常の管理を著しく怠り、異常に堆積させたものは除く　　　 等

補      助      率

災 害 等 廃 棄 物 処 理 事 業 費 補 助 金

対   象   事   業

市　  町　  村  　（ 一 部 事 務 組 合 含 む ）

海岸に漂着した廃棄物（漂着ごみ）

１  ／  ２

要　　 　     　件

指定市：事業費８０万円以上、市町村：事業費４０万円以上

資料 １ 
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農 林 水 産 省 農 村 振 興 局 ・ 水 産 庁  

国 土 交 通 省 河 川 局 ・ 港 湾 局 

 

１． 目  的 
海岸保全施設の機能阻害の原因となる大規模な海岸漂着ゴミを緊

急的に処理するため、平成１９年度に「災害関連緊急大規模漂着流木

等処理対策事業」の対象を「流木等」に限らず「漂着ゴミ」に、また、補

助対象となる処理量を漂着量の「７０％」から「１００％」に拡充したとこ

ろである。 
平成２０年度は、広範囲にわたり堆積した海岸漂着ゴミや流木等を

一体的に処理できるよう制度の拡充を行い、処理対策の一層の促進を

図ることを目的とする。 
 
２． 内  容 
広範囲にわたり堆積した海岸漂着ゴミや流木等を処理するため、

「災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業」の対象範囲を拡大

し、広域にわたる「複数の海岸」の関係者が協働して一体的・効率的に

処理を行うこと等ができるよう制度を拡充する。 
 

 
 
 

災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業の拡充 

海岸漂着ゴミや流木等の状況 

NPO等による海岸清掃 

拡充後

対
象
範
囲

1,0
00

m
3 以
上

※関係者が協働して一
体的・効率的に処理

C海
岸

D海
岸

B海
岸

A海
岸

拡充前

B海
岸

対
象
範
囲

1,0
00

m
3 以
上

※個々の管理者が処理

A海
岸

C海
岸

D海
岸

資料 ２ 


